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研究成果の概要（和文）：環境技術に関するイノベーションがもたらす経済的インパクトについて、計量経済学
的方法を用いた実証的な研究をおこなった。風力発電と太陽光発電に関する技術について、特許取得数のデータ
と、輸出額との相関を検討した。重力モデルを用いてOECD27カ国間の貿易フローを分析した結果として、再生可
能エネルギー技術の発展が同技術に関する製品輸出の拡大と関連していること、ただしこれら2つの間の関連性
は太陽光発電分野に関しては風力発電分野よりも弱いことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study investigated the impact of innovation of environmental technology
 on economic outcomes by using econometric methods. We explored relationship between patent 
applications and export values with regard to wind and solar energy technology. As are result of 
gravity model analysis based on OECD 27 countries data, we found that the higher level of innovation
 lead to the higher export values although the relationships is weaker for solar energy technology.

研究分野： 環境経済学

キーワード： 再生可能エネルギー　技術進歩

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の結果は環境技術の発展が経済的な成果に結びついてることを示しており、環境保全と経済発展の両立可
能性を考える上で非常に意義のある結果であると言える。一方で本研究の結果は再生可能エネルギーの種類によ
ってそのような結びつきが弱い場合があることも示している。したがって、技術発展のための政策的な支援を行
う上で、こうした視点を考慮に入れることが重要である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
持続可能な発展の実現にあたっては、財・サービスの環境負荷をより小さくする技術革新（グ
リーン・イノベーション）が必要不可欠である。こうしたグリーン・イノベーションは、近年
特に再生可能エネルギーや次世代自動車の分野で活発に起きており、グローバル化する市場経
済を通じて多様な影響を社会全体に与えている。これらの分野に関する技術開発は日本企業が
特に強みを持つものであるが、そのことを厳密な経済分析の俎上に載せた例は多くない。 
 これまでの環境技術革新に関する経済学的分析は、さまざまな環境政策手段が技術革新に与
える影響（Requate and Unold 2003）や、厳しい環境規制が技術革新へとつながるかどうか
（Greaker 2006）など、主に環境政策が技術革新に与える影響に焦点をおいた研究が展開され
てきた。一方で、環境規制が技術革新を促し最終的に市場競争力の向上へとつながるプロセス
を総合的に明らかにするためには（ポーター仮説）、技術革新が具体的にどのような経路で市場
競争力の向上へとつながるかを分析することが非常に重要である。また、企業活動はグローバ
ル化が急速に進展しており、一つの国内における環境政策を超えて、他国における環境政策を
踏まえた形で展開される。これらの要素は現代における環境技術革新の特徴を考える上で非常
に重要であるにも関わらず、これまでの研究では必ずしも十分に考慮されてこなかった。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は上記のような状況を踏まえて、環境技術革新がこれを組み込んだ製品の国際的取引
に与える影響について検討をおこなう。具体的には、特許取得に関する世界規模のデータベー
スである PATSTAT と、OECD による詳細な貿易統計である ICTS を組み合わせて、再生可能
エネルギー（太陽光パネルと風力発電機）、次世代自動車（ハイブリッドカーと電気自動車）に
関するデータを解析し、環境技術に関する特許取得が輸出入にどのような影響を与えるのかに
ついて計量経済学的手法を用いて分析する。これにより、環境技術革新がグローバル化する経
済においてどのようなインパクトを社会全体に与えるかについて、定量的な解明をおこなうこ
とが本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は、特許取得に関する世界規模のデータベースである PATSTAT と、OECD による詳細な貿
易統計である ICTS を組み合わせて、再生可能エネルギー（太陽光パネルと風力発電機）、次世
代自動車（ハイブリッドカーと電気自動車）に関するデータを解析し、環境技術に関する特許
取得が輸出入にどのような影響を与えるのかについて、分析する。本研究の方法論的特徴は、
環境技術革新が貿易に与える影響について精緻な理論モデルを展開した上で、ダイナミックパ
ネル分析など、最新の計量経済学的な知見に基づいた実証分析を展開する点にある。これまで
の特許データを用いた環境技術革新に関する代表的な研究としては、再生可能エネルギー普及
政策が特許取得に与える影響の分析（Johnstone 2010）、特許取得が再生可能エネルギー投資に
与える影響の評価（Popp 2011）などがあるが、これらの研究では、技術開発の成果としての特
許取得が輸出額の増大に与える影響の分析は、おこなわれてこなかった。そのために、グロー
バル化という世界経済の構造的変化とこれに対応した企業行動の視点が抜け落ち、的確に捉え
られてこなかった。本研究ではこうした点を踏まえて、適切な分析手法の開発をまずおこなっ
た上で、研究を進める。すなわち本研究の独創性は、以下の３点にまとめることができる。 
 
１）膨大な特許データを用いて、再生可能エネルギーの技術革新を定量的に扱うこと。 
２）特許データを貿易データと組み合わせることで、国際的な波及効果を解明すること。 
３）技術革新と国際貿易の理論モデルを展開し、これに基づいた精緻な評価をおこなうこと。 
 
 
４．研究成果 
 
大きく分けて 2つの研究成果を挙げることができた。 

 
1）環境技術の発展と輸出の関連性 
環境技術に関するイノベーションがもたらす経済的インパクトについて、計量経済学的方法を

用いた実証的な研究をおこなった。風力発電と太陽光発電に関する技術について、特許取得数
のデータと、輸出額との相関を検討した。特許取得数は世界規模のデータベースである PATSTAT、
輸出額は OECD による詳細な貿易統計である ICTS を用いて、OECD27 カ国および中国の 1996 年
から 2010 年にかけてのデータを収集した。重力モデルを用いて OECD27 カ国間の貿易フローを
分析した結果として、再生可能エネルギー技術の発展が同技術に関する製品輸出の拡大と関連
していること、ただしこれら 2つの間の関連性は太陽光発電分野に関しては風力発電分野より
も弱いことが明らかになった。さらに中国のデータを加えた分析を行い、得られた結果の頑健
性を確認した。本研究の結果、特許取得数で見た環境技術の発展は、こうした特許を取得して



いる国からの環境関連製品の輸出拡大に影響を与えるものの、製品の種類によってはその影響
は小さいことが明らかになった。このことは環境技術開発に対する支援政策を実施する際、そ
の経済的リターンが貿易の拡大という形で実現する製品とそうでない製品があり、これを見極
めた政策デザインが必要であることを示唆している。また本研究では、中国のデータを加えて
分析を行ったことで、急速な経済発展を遂げる国からの再生可能エネルギー製品の輸出が、必
ずしも技術的な発展を伴わない形で実現していることを確認できた。 
 
2）気候変動協定と国際特許出願の関連性 
特許取得に関する世界規模のデータベースである PATSTAT を用いて、気候変動に関わる国際合

意が再生可能エネルギーに関する国際特許出願に与える影響について、差分の差分法による検
討をおこなった。処置期間をどのように取るかにもよるが、京都議定書において温室効果ガス
の排出削減により強いコミットメントをおこなっている国が、そうでない国に比べて、太陽光
発電および風力発電に関わる国際特許出願を増やしていることが明らかになった。さらにこう
した影響が途上国への国際特許出願の増加につながっているかどうかを調べるため、中国、イ
ンド、ブラジル、メキシコの四カ国への国際特許出願についても検討をおこなった。結果とし
て、京都議定書において数量的な目標を持っている国は 1997 年以降にこれらの国への国際特許
出願を増やしていることが明らかになった。これらの結果は、国際協定においてより強い目標
を示すことで、技術の国際普及にとってもプラスの効果が現れること、そうした影響は先進国
から途上国への特許出願を通じた技術普及にもプラスの効果を与えていることを示唆している。
さらに、特許取得数が多いドイツと日本を除外したサブサンプルによる分析、気候変動と直接
関わりのない技術に関する特許申請数を用いた反証テストをおこない、結果の頑健性を確認し
た。また、中国における再生可能エネルギーの投資が貧困緩和に与える影響や、日本の再生可
能エネルギーに関する政策課題について検討し、今後の展望について考察した。 
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